中央省庁の「地方自治に関する行政機能」についての一考察 by 谷本 有美子
307
はじめに
　21世紀に入り間もなく20年が経過しようとしている。1990年代末には、
歴史的な行政改革がいくつか進行したが、その支柱となる国の行政システ
ムの根幹を再編成することを目的とした「中央省庁改革」において、行政
管理や郵政・通信行政とともに「地方自治に関する行政機能」を所管する
組織として、総務省が新設された。筆者は先行研究（谷本2019）において、
国の「地方自治に関する行政機能」を所管する組織を「地方自治の責任部
局」と称し、戦後改革以来の組織存続メカニズムを論証したが、その上で、
中央省庁改革を経て21世紀に新設された総務省が、地方自治という問題に
この間どう向き合ってきたのかという関心が浮上している 1 。それを以下
のような観点から一考しようというのが本稿の主題である。
　橋本龍太郎内閣総理大臣（当時）の強いリーダーシップを象徴し、「橋
本行革」とも称される中央省庁再編は、1996年11月に発足した橋本首相を
会長とする行政改革会議において検討が進められ、それまでの22省庁体制
を 1 府12省体制とした。「国の行政機能のあり方」を踏まえた省庁体制の
見直しの中では、「地方自治に関する行政機能」の検討も行われており、
1960年の発足以来、単独の省として地方自治を専管してきた自治省が総務
庁・郵政省と統合され、2001年 1 月 6 日から総務省として新体制をスター
トしている。21世紀に入り国の「地方自治に関する行政機能」は、総務省
に所在する自治行政局・自治財政局・自治税務局の所掌事務に位置づけら
れる形となった。
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　ところで、旧自治省の再編について「行政改革会議最終報告」（1997年12月）
では、地方自治制度の維持・確立を「国の役割である」と位置づける一方で、
「地方自治に関する国の地方に対する機能は縮小する」という基本的な方
向性を示し、さらにそれは地方分権の「推進の状況を踏まえつつ」進める
という考え方を付記している（行政改革会議事務局OB会編1998）。つまり、
21世紀における中央省庁の「地方自治に関する行政機能」のあり方は、地
方分権推進と表裏一体の関係に位置づけられたということである。
　その地方分権推進の状況に目を転じれば、中央省庁改革とほぼ同時期に
進行した地方分権改革を経て、2000年 4 月に地方分権一括法が施行されて
おり、法制度上では現在、国と地方との関係が対等に位置づけられてい
る。1993年 6 月の衆参両院における「地方分権に関する決議」に端を発し、
1994年12月25日の「地方分権の推進に関する大綱方針」閣議決定から加速
した地方分権の推進は、政界や財界からの推進力も得て、1995年 7 月に発
足した地方分権推進委員会（諸井虔委員長）が各省との膝詰交渉によりそ
の重責を担った。機関委任事務の廃止とともに国の関与の縮減という成果
を挙げたことから、1990年代末期に進行した地方分権改革は、「明治維新、
戦後改革に次ぐ第三の改革」と称されるほど画期的な意味を持つ。
　それは後に進行する地方分権改革との区別で「第一次地方分権改革」と
も名付けられるが、21世紀を目前に戦前に由来する行政の中央集権体制に
楔を打ち、地方自治を取り巻く制度環境を劇的に変化させたものとして高
く評価されている。つまり、21世紀の日本の地方自治は20世紀との比較で、
一定程度の分権化が図られた環境下において展開されているということで
もある。とすれば、それまで旧自治省が担ってきた「地方自治に関する行
政機能」についても、21世紀は地方分権の進展に伴う何らかの変化が見出
されるはずではないか。それが本稿の問題設定となる。
　そこで本稿では、21世紀に入って以降の中央省庁の「地方自治に関する
行政機能」に着目し、同時に地方分権改革の動向を視野に入れながら考察
を試みることとする。具体的には、中央省庁再編を経て2001年に発足した
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総務省が所管している地方自治の政策分野（所管行政としては主に「地方
行財政」の分野）を取り上げ、その中で総務省が果たしてきた役割や機能
に着目しながら、検討をすすめていく。
1.21世紀の中央地方関係と地方分権改革の展開
1 ）中央地方関係の制度的変容
　まず本節では、2000年地方分権改革以降の地方自治を取り巻く制度環境
の変化を確認する意味で、2000年代に整備された中央地方関係に関わるし
くみについて概観しておく。
　2000年の地方分権一括法施行により、戦前は市町村長、戦後に府県知事
へと対象を拡大していた機関委任事務制度が廃止され、それと同時に自治
体が担う事務については、法定受託事務と自治事務という新たなカテゴリー
が設けられた。地方自治法では、法令で都道府県や市町村（特別区を含む）
が処理することとされている事務のうち、国が本来果たすべき役割に関わ
るもので法令で適正な処理を特に確保する必要があるとして定めたものを
法定受託事務、それ以外の事務を自治事務と規定している。
　併せて、それら自治体が担う事務に対する国の関与がルール化され、自
治体が国の関与に対し不服あるときに審査を申し出ることのできる「国地
方係争処理委員会」が総務省に設置された。同委員会は、行政法・行政学
などの学識者 5 人の委員から構成される常設の機関であり、国家行政組織
法上のいわゆる「 8 条機関」に位置づけられている。そのように国と地方
との間に生じる紛争を処理するための第三者的な機関が創設されたことは、
20世紀からの中央地方関係の変容を象徴する。
　もう一つ、21世紀に入り中央地方関係に加えられたしくみとして、2011
年に法制化された「国と地方の協議の場」（平成23年法律第38号「国と地方の協
議の場に関する法律」）がある。2004年 9 月にもこれと同一の名称だが、任意
の形式で「国と地方の協議の場」が登場していた。小泉政権における「三
位一体の改革」の検討過程である。関係各大臣に示された「地方からの改
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革案を真摯に受け止め」るとの首相指示の下で、制度改革に際し自治体側
からの意見表明を行う場として設定された。このときは、国側は内閣官房
長官、総務大臣、財務大臣、経済財政政策担当大臣らの閣僚を、地方側は
地方六団体代表を構成員とし、2005年12月まで計14回の会合が開かれている。
　その後、2009年に成立した民主党の鳩山政権で「一丁目一番地」の改革
課題と掲げられた「地域主権改革」において、「国と地方の協議の場」は
法制化に至った。なお、法制化を進めた民主党政権下で「国と地方の協議
の場」は当初積極的に活用されたものの、その後の運用についてはあまり
活発とはいえない状況にある。この点については次節で言及する。
　こうして国地方係争処理委員会が設置され、国と地方の協議の場が法制
化されたことで、それまでの地方六団体ルート以外にも自治体から国政に
対し意見申し出を行うチャンネルが広がった。自治体の国政参加の可能性
が見出されたという点では、一定の意義があったといえるが、これらの制
度活用によって自治体の側が、積極的に権限や財源を獲得した、あるいは
先駆的な政策の展開を促進したような事例は未だ見られていないのが現実
である。
　むしろ国と地方との立場が対立するような場面において、係争処理委
員会の判断のあり方が行政法学者から疑問視されるようなケース（武田
2016：10-11）が出ている状況にある。例えば、沖縄県の米軍普天間基地
の移転先として政府・防衛省が推進している名護市辺野古地区沖合の埋立
問題をめぐる問題である。2015年に行われた国土交通大臣による埋立承認
の取消しの執行停止決定に対し、沖縄県が行った国地方係争処理委員会に
対する審査の申し出は、国土交通大臣の決定が「一見明白に不合理でない」
ため審査対象とならないとして却下された。
　こうした事案は、総務省の「調査審議を行う合議制機関」とされた「 8
条機関」の係争処理委員会による対応の一つの限界を示している。委員の
選任には、両議院の同意を要するものの、任命権は内閣を構成する総務大
臣にある。国政の重要課題に関わる事項についての判断に、そのことが影
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響している面は否定できないであろう。「内閣からの一定の独立性」が確
保されていない係争処理委員会の性格や位置づけの問題（松本2011：92-
96）、また、かつて地方六団体が求めていたような審理や裁決の権限を付与
しなかった制度設計の限界が、時を経て、現実課題として浮上しているよ
うである。
2 ）21世紀の地方分権改革
　次に取り上げるのは、21世紀に展開された地方分権改革で主な検討対象
となった事項である。2000年の地方分権改革が「第 1 次地方分権改革」と
称されていることからも明らかなように、2000年代に入って「三位一体の
改革」や「第 2 次地方分権改革」と称される改革が進行し、地方分権の潮
流は一定程度続いている。ただしその中身を見ると、方向性や対象などに
違いが生じてきている。必ずしも「第 1 次分権改革」の延長線上のものば
かりではない、国が担う行政のスリム化をめざす行政改革の路線や、国と
地方との対等な関係を前提にして地方の自己責任を求めるような路線も登
場していることに留意しておきたい。
　紙幅の都合もあり、ここでは改革事項の仔細までは立ち入らないが、地
方分権推進を目的として政府が設置した会議体と、そこでの主な検討事項
に焦点を絞って、21世紀の地方分権改革の特徴を整理すると、次のような
傾向が看取される。
①地方分権改革推進会議と「三位一体の改革」
　1990年代の地方分権推進委員会（以下、「分権推進委員会」と表記。）を
継承する組織として、小泉政権発足から間もない2001年 7 月 3 日に地方分
権改革推進会議（西室泰三議長。以下、「分権改革会議」と表記。）が発足
する。法定設置の分権推進委員会が「残された課題」とした税源移譲や国
庫補助負担事業等の税財政問題の検討を予定した分権改革会議は、政令に
より内閣府に設置される形となった。また、この委員構成は分権推進委員
会の理念を引き継ぐメンバーばかりではなく、委員間の明らかな「改革路
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線の違い」が、後に合意形成に困難を来たす一因ともなっていく。
　これについては、分権推進委員会で参与を務め、分権改革会議の委員を
務めた森田朗（2003：33-34）が、当事者の視点から分権改革会議の政治
過程を観察・分析した論考で、何のための分権かという分権の哲学につい
て重点の置きどころに次のような 3 つの違いがあったと指摘している。そ
の一つは、地方の財政的自立性を高めるものとしての財政面での分権を進
めるべきとするものであり、もう一つは財政における構造改革に重きを置
き、規制緩和論や「小さな政府論」として分権を進めるべきとするもので
ある。さらに、この 2 つめの考え方に類似したものとして、自由放任論的
な分権論で地方の自己責任に委ね、地方を市場原理の支配する競争に晒す
べきとの主張があったことも明らかにされている。
　そのように分権推進に対する見解を異にした11名の委員構成により、分
権推進会議はまず「事務事業の在り方について」を柱にしながら約 1 年に
わたる審議を行い、2002年 6 月に中間報告を公表するに至る。しかし、
次のような経過により、ほぼ同時期に経済財政諮問会議から「基本方針
2002」が提起され、国庫補助負担金改革と地方への税源移譲、そして地方
交付税の総額抑制をセットで見直すという、いわゆる「三位一体の改革」
の方向性が示されていくこととなるのである。
　小泉純一郎首相は、政権公約に掲げた「聖域なき構造改革」の実現に向け、
中央省庁再編で内閣府に創設された経済財政諮問会議の議長としてこれを
積極的に活用し、地方分権推進のテーマとして地方への税源移譲問題が浮
上する中、諮問会議において改革の基本的な方向性を示した。その上で、「三
位一体の改革」の具体的検討を分権改革推進会議の場で行うとの指示を出
していたが、「三位一体の改革」の具体策に関わる部分で分権改革会議の
意見のとりまとめは難航した。背景に、国の歳出削減をめざす財務省と交
付税の見直しに抵抗する総務省との対立があり、税源移譲問題等をめぐり
委員から「地方共同税」も提案されるなど委員間の意見が分裂し、事実上、
審議不能に陥っていったのである。
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　そうした経緯から、2003年 6 月 6 日に出された「三位一体の改革につい
ての意見」は、反対委員の意見や署名拒否の委員が明記されるという異例
の形で公表に至り、結果として「三位一体の改革」の決着は、大臣間の政
治交渉へと委ねられていく。内閣総理大臣を議長とし、総務大臣・財務大
臣を議員に含めた経済財政諮問会議が政治決着のアリーナとなったのであ
る（北村2009：125-128）。
　そのため、分権改革会議による最終意見「地方公共団体の行財政改革の
推進等行政体制の整備についての意見」（2004年 5 月）は、地方の自由度
の拡大や行財政運営の改革、地方行政体制の整備といった、主に地方の行
政体制の見直しに対する内容が中心となった。分権推進委員会が「残され
た課題」とした税財政の問題は、経済財政諮問会議に場を移して検討が進
められ、2006年度までの約4.7兆円の補助金の廃止縮減と約 3 兆円の税源
移譲、さらに地方交付税の5.1兆円の総額抑制という「三位一体の改革」
のゴールに帰着していくのである 2 。
②地方分権改革推進委員会と「義務付け・枠付けの見直し」
　次いで、第 1 次安倍政権でも地方分権改革は主要課題と位置づけられた。
菅義偉総務大臣時代の2006年12月に地方分権改革推進法が成立し、2007年
4 月 1 日に地方分権改革推進委員会（以下、「分権改革推進委員会」と表記。）
が任期 3 年で発足する。ここからの展開は「第 2 次地方分権改革」とも称
されている。
　分権改革推進委員会（丹羽宇一郎委員長）が、発足から約 2 か月経った
5 月30日に示した「地方分権改革推進にあたっての基本的な考え方」には、
地方分権改革の目指すべき方向性や基本原則等が記され、そこに政府文書
では初めての「地方政府の確立」という表現が登場する。当時、内閣府本
府参与として地方分権推進委員会事務局長を務めた宮脇淳は、自治体の「自
己決定権と自己責任」に支えられた統治体としての「地方自治体を確立す
ること」を「地方政府の語句を明確に提示した理由」に挙げている（宮脇
2010：104）。ただし、「自治行政権・自治立法権・自治財政権」を有する
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完全自治体としての「地方政府の確立」をスローガンに掲げた第 2 次地方
分権改革は、その後の審議で「国による義務付け・枠づけの見直し」と「国
の地方出先機関の見直し」が主たるテーマと設定されていくことになる。
　前者の「国による義務付け・枠づけの見直し」問題については、2000年
地方分権改革以降も、介護保険制度で市町村が行う事務を代表例として、
法律で自治事務と定められた事務に対しても実質的に国の関与が行われて
いる実態が問題視されていた。他方で、前任の竹中平蔵総務大臣時代には、
大臣のブレーンによる私的諮問機関「地方分権21世紀ビジョン懇談会」（大
田弘子座長）から、交付税による財政保障水準を見直そうとする問題提起
も行われ、いわば行財政改革の観点から見直しの対象と位置づけられてき
た経緯もあった 3 。そうした交付税のあり方見直しとも直結しうる財政面
からの問題検討を回避するかのように、「国による義務付け・枠付け」の
見直しは、法制面からのアプローチを軸に進められていった。
　後者の「国の地方出先機関の見直し」問題は、2000年代に入り再燃して
いた「道州制論議」とセットで登場してきた課題である。2006年 2 月28日
に第28次地方制度調査会が「道州制のあり方に関する答申」を示している
ように、道州制問題については、2000年以降に経済界からの提言が相次ぎ、
2003年頃から道府県でも広域自治体のあり方を再検討する提言や報告書を
取りまとめる動きが出始める等、論議が活発化していた。政府は2007年に
道州制担当大臣を置き、その下で「道州制ビジョン」を検討するための「道
州制ビジョン懇談会」も発足させた。こうした情勢の中で、国の地方出先
機関が担う事務が都道府県との「二重行政」であるとの問題も地方側から
指摘され、経済財政諮問会議が示した「骨太の方針2007」においても「国
の出先機関の大胆な見直し」の考え方が示されるに至っていた。
　なお、分権改革推進委員会は任期途中で政権交代を迎えることとなり、
新政権に対して勧告を行う形となったが、検討課題は新政権にも引き継が
れている。2009年の政権交代で発足した民主党政権は、政権公約の目玉と
して「地域主権改革」を打ち出す一方で、2009年10月に地域主権戦略会議
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に原口一博総務大臣が示した原口プラン（「地域主権戦略の工程表」）に、
義務付け・枠付けの見直しを盛り込んだ。自民党政権時代からの分権改革
推進委員会が出した勧告に従い地方分権推進計画を策定し、順次、閣議決
定を行い法制化を進めている。また、国の出先機関見直しの問題について
も改革の対象に位置づけ、原則廃止という方針で、さらに踏み込んだ取り
組みを進めていくこととなる。
　なお、民主党政権が着手した「地域主権改革」については、国の統治構
造のあり方を見直す観点から地方自治制度の抜本的な見直しを行う、とし
て政権の重要課題に掲げていたことから、次節の「政権課題に適応する地
方自治の政策」の中で取り上げていくこととする。
3 ）総務省のスタンス（=「地方自治観」）
　ここまでみてきたように、21世紀に入っても第 1 次地方分権改革で残さ
れた課題は引き継がれ、2014年 6 月に地方分権改革有識者会議による「地
方分権改革の総括と展望」が示されるまで、政府の地方分権への取組みは
積極的に展開されてきた。既述のように改革路線については、変動してき
た様相があるものの、地方分権推進という「特命」を受け政府に設置され
た第三者機関が議論をリードするという推進手法は共通している。
　では、この間の中央地方関係や地方分権改革に関わる諸課題に対し、中
央省庁に置かれた「地方自治に関わる行政機能」はどのように作用してき
たのであろうか。換言すれば、それは21世紀に地方自治（=地方行財政）
を所管することになった総務省（=「地方自治の責任部局」）がどのよう
なスタンスで地方自治の問題に向き合ってきたのか、総務省の「地方自治
観」に対する問いでもある。ここからは政府の公式記録や文献により確認
しうる範囲で総務省の対応を確認しておきたい。
①自主課税権への見解
　まず取り上げておきたいのは、国地方係争処理委員会に示された法定外
普通税新設の不同意の例である。
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　国地方係争処理委員会の自治体からの申し出の第 1 号は横浜市で、「勝
馬投票券発売税」新設に対する総務大臣の不同意を不服としたものであ
る。国による地方に関する関与の問題で、自治体が初めて不服を申し出た
相手方は皮肉にも総務大臣となった。横浜市は、2000年12月に市議会で勝
馬投票券発売税を創設する条例案を可決し、法定外普通税として総務大臣
に新設の同意を求めた。これに対し総務大臣が不同意を決定したことから、
横浜市が2001年 4 月に国地方係争処理委員会に不服の申し出を行ったもの
である。なお、国地方係争処理委員会が 7 月に示した勧告は両者に更なる
協議を求めるもので、同委員会のこうした対応については、行政法学者に
よる「行政機関として紛争解決にあたる同委員会に対して求められていた
社会的要請に適切に応えること」ができなかったという指摘（櫻井2013：
66）もあるが、別途、検討の論点としての言及にとどめる。
　ここで注目すべきは、勧告を受けた総務省が横浜市との協議を継続した
ものの、「国の経済政策に照らして適当でない場合に該当する」との理由
に基づく不同意決定から、具体的な進展は見られなかったことである。日
本中央競馬会に負担を求めた「勝馬投票券発売税」は、国の事業としての
性格を持つ「中央競馬」への課税であり、「実質的に国の事業としての性
格を有する事業には課税しないという課税体系」に反するものであるとい
う点が不同意の意見要旨に含まれており、「中央競馬会は特殊法人であっ
て国の省庁ではなく、畜産振興は国の重要施策とはいえない」としていた
横浜市の見解（鳴海2003：36-37）とは平行線にあったといえる。
　この協議については、2002年 4 月の横浜市長選挙で市長が交替し、新市
長が後に申し出を取り下げたことから係争処理は曖昧なままに終結してい
るが、この法定外税への不同意理由には、総務省が自治体の自主課税権行
使よりも国の経済施策を優先させる立場が鮮明に示されている。
②地方分権改革への対応　
　もう一つは、「三位一体の改革」への対応である。分権改革会議が内部
分裂の状況に陥り、第 1 次分権改革で残された課題の税財政問題の検討は
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事実上、暗礁に乗り上げたことは既述のとおりである。他方で総務省は、
経済財政諮問会議における地方交付税の見直し・削減の論議を受け、「先
取り対応」（北村2009：128-132）として2002年度の予算編成から率先して
地方交付税の縮減に取り組んでいたことが指摘されている。
　また、分権改革会議における審議の中で財務省と対立する事態が好転し
ないと判断した後の総務省が、分権改革会議の「中立的な機関としての位
置づけ」を「財務省寄りの機関と位置づけ」に変えて、決着の場を経済財
政諮問会議にシフトさせる戦術に転換した（森田2003：35）との指摘もあ
る。つまり、地方交付税の見直しに伴い地方財政が受けるダメージを回避
することを、所管の地方交付税制度に対する直接的なダメージを抑えるこ
とに優先して対策が講じられた様相が看取されるのである。
　さらに、第 1 次安倍政権の分権改革推進委員会が着手した「義務付け・
枠付け」の見直しがある。この検討作業について、小早川委員が委員会の
事務局に設置された「法制問題研究会」の議論と有志の勉強会との議論が
互いに反映し合うシステムを通じてメルクマール方式のめどがついたこと
を回顧している（山崎2014⑦： 5 ）。また、総務省官僚で当時は総理直属
の参事官を務めていた山崎重孝も、法制問題研究会の議論が正式な会議へ
と受け継がれていったこと、そこに有志の勉強会の作業が生きていたこと
を述懐する（山崎2014⑦： 6 - 7 ）。つまり、個別行政分野に立ち入り、各
省との協議が必要となる義務付け・枠付けの見直し検討は、総務省官僚が
積極的に関与しながら進められていたことになる。
　冒頭でも言及したように、中央省庁再編を審議した行政改革会議は、「地
方分権の推進」の状況を鑑みながら、国の「地方自治に関わる行政機能」
を縮小し、自治体が各省と調整することが原則となるべきという考え方を
提起していたが、こうした総務省の動きを踏まえれば、2000年 4 月の地方
分権一括法施行から 5 年以上が経過した時点でもなお、国の「地方自治に
関わる行政機能」は、縮小どころかむしろ積極的に発揮される状況にあっ
たということになる。しかもそれは、「三位一体の改革」に先行した地方
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交付税の算定見直しに象徴されるように、地方の側の利益を優先して地方
財源の枠を確保・維持することよりも、地方交付税制度の管理者たる立場
の防御が優先されるような側面で作用していた。
　では、こうした総務省の「地方自治に関わる行政機能」の傾向は、すで
に当然の姿として定着しているものなのであろうか。次節では、政権の重
要課題と密接に関わる地方自治の政策を取り上げ、そこでの総務省の対応
を詳しく検討してみたい。
2.政権課題に適応する地方自治の政策
1 ）「平成の大合併」と財政面からの誘導
　まず、国政との関係で取り上げるべきは「平成の大合併」であろう。
1996年12月の分権推進委員会第 1 次勧告の時点で「市町村の自主的合併を
一層強力に推進する必要がある」と提起された市町村の合併推進は、地方
分権の受け皿となる行政主体の強化という考え方とともに1997年 7 月の第
2 次勧告の頃には国政課題としてその積極的な推進が位置づけられるよう
になっていった。
　自治省（当時）におかれた「市町村合併研究会報告書」（森田朗座長）が
1998年 5 月に報告書をまとめると、これを受けて自治省は 8 月に各自治体
に対し「市町村合併の推進についての指針」を通知し、国の合併推進本部
の設置とともに積極的に市町村合併を推進する方向へと舵を切っていった。
　2000年12月 1 日に閣議決定された行政改革大綱にも、市町村合併の基本
的な考え方として「市町村合併後の自治体数を1000を目標とする」と市町
村数を概ね 3 分の 1 に減らす具体的な数値が例示され、「自主的な市町村
合併を積極的に推進し、行財政基盤を強化」するとの方針が示された。総
務省は2005年 3 月31日を期限として、普通交付税額の算定特例や合併補正、
合併特例債の発行に対する元利償還金の70%を交付税措置する等の財政上
の特例措置を設け、合併推進を積極的に誘導した。
　こうして国策として推進されるに至った市町村合併は、1999年 4 月時点
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での3,229市町村を10年後の2010年 3 月31日時点で1,727市町村にまで減ら
すこととなった。それほど多くの自治体が「自主的な合併」へと着手して
いった背景として、第27次地方制度調査会における今後の小規模町村のあ
り方に対する問題の提起と、2004年度予算における地方交付税の減額がイ
ンパクトを与えたことが指摘されている（今井2008：43-53）。
　前者の小規模町村のあり方に関しては、2002年11月の第27次地方制度調
査会第10回専門小委員会に西尾勝副会長から示された「今後の基礎自治体
のあり方について（私案）」の文書（いわゆる「西尾私案」）において、人
口が一定規模以下の小規模自治体に「事務配分特例方式」や「内部団体移
行方式」を導入し、小規模市町村の事務を制限する可能性が提起された。
これが、とりわけ自治体関係者に大きなショックを与えたとされる。
　後者の地方交付税減額の発端は、2001年に経済財政諮問会議が示した「骨
太の方針」で地方交付税が削減対象として決定され、事業費補正と段階補
正の見直しが求められたことに遡る。それらの補正が2002年度の交付税算
定から廃止縮減されていった影響は、人口規模の小さい市町村ほど大きかっ
た。さらに2003年11月の経済財政諮問会議で「三位一体の改革について」
として麻生太郎総務大臣が示した地方交付税総額の抑制方針は、投資的経
費削減の 1 年前倒しや、経常的経費の大幅削減とともに市町村分の段階補
正の一層の合理化を含めた算定方式の簡素化であった。こうした「三位一
体の改革」に対する「総務省の先取り的対応」（北村2009：128-132）が、
小規模自治体における財政運営に対する不安を高め、市町村合併をさらに
促進することにつながっていく。
　「西尾私案」の提案者は、この2004年度予算の「地財ショック」により
市町村合併が一気に進んだとの見解を示す（西尾2007：128）が、「西尾私
案」であれ、「地財ショック」であれ、いずれにしろ総務省が公式に示し
た見解ないし対策が、市町村合併を加速化させたことは否定しえないだろう。
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2 ）小泉政権の構造改革と地方行革の推進
　郵政民営化に象徴される構造改革を政権公約とした小泉政権下では、総
務省は積極的に地方行革への取組みを強めた。市町村合併の推進や三位一
体の改革による地方交付税の約 5 兆円の総額削減など、地方財政を取り巻
く環境が厳しいものとなっていたことも背景にある。「小さな政府」をめ
ざす政権下で総務省は地方に対し行政改革の要請を積極的に行った。とり
わけ全自治体に対し要請した「集中改革プラン」と称する数値目標入りの
5 か年の計画策定は、積極的に民間活用を求めるもので、その後の自治体
における行政サービスの供給体制を大幅に転換させていくこととなった。
　地方行革の展開は、2005年 3 月29日に総務省が「地方公共団体における
行政改革の推進のための新たな指針の策定について」を通知したことから
始まる。その拠り所となったのは、2004年12月24日に閣議決定された「今
後の行政改革の方針」を受け、総務省に設置された「分権型社会に対応し
た地方行政組織運営の刷新に関する研究会」が2005年 3 月に示した報告書
「分権型社会における自治体経営の刷新戦略―新しい公共空間の形成を目
指して―」である。この研究会報告では、「行政も民間も共に公共の空間
を担えるよう公共の概念を刷新」すること、「地域における様々な主体が
それぞれの立場で新しい公共を担う」「地域にふさわしい多様な公共サー
ビスが適切な受益と負担のもとに提供される」スタイルの「新しい公共空
間」を形成するという視点が提起されている。
　こうした視点に立ち、総務省が2005年に策定した新たな指針では各自治
体に対し、2005年度中に2005年から2009年までの具体的な取り組みを住民
にわかりやすく明示した計画を策定し公表することを求めた。具体的な取
り組みとは、事務事業の再編・整理、廃止・統合や指定管理制度の活用を
含めた民間委託の推進、定員管理の適正化等である。
　特に規制緩和との関連で、2003年に制度創設された指定管理者制度につ
いては、すべての公の施設について検証を行った上でその結果を公表する
ことを求め、PFIや地方独立行政法人制度の活用を検討することも項目の
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柱とした。さらに、「新しい公共空間の形成」が示す多様な主体を予定し
た「地域協働の推進」の項目もあり、住民や住民が参加する団体等による
公共的なサービス提供を積極的に推進することも盛り込まれている。
　加えて、2006年度の地方財政計画では「地方交付税改革」として、交付
税個別算定にかかる「行政改革インセンティブ算定」を創設し、歳出効率
化努力に応じた算定として約400億円、徴収率向上努力に応じた算定とし
て約100億円の算定枠を設ける等、自治体の行政改革に対する財政面から
の誘導も進めている。翌2006年 8 月の総務省通知「地方公共団体における
行政改革の更なる推進のための指針について」では、国による財源の削減
可能性を示唆し、自治体は行政改革に着手せざるを得ない状況に追い込ま
れていった。
　このような「上からの行政改革」で自治体は職員定数の大幅削減を求め
られ、指定管理者制度や地方独立行政法人制度の導入、さらには非正規公
務員の積極活用を図るなど、行政サービスの態様を大きく変化させていく。
3 ）地域主権改革と残像の消却
①国と地方の協議の場の法制化
　2009年 9 月16日に発足した鳩山政権は、地方分権に関連する改革を「地
域主権改革」と称し、「一丁目一番地」の改革課題に掲げた。2009年11月
には「地域主権戦略会議」を設置し、翌12月15日に閣議決定した「地方分
権推進計画」中に「国地方協議の場の法制化」を盛り込んでいる。政権発
足からわずか 3 か月で閣議決定された「地方分権推進計画」の主な内容は
自民党政権で設置された分権改革推進委員会が勧告した「義務付け・枠づ
けの見直し」に関わるものが中心となったが、その中で「国と地方の協議
の場の法制化」は「地域主権改革」と称される改革の象徴であった。
　「国と地方の協議の場に関する法律」は、2011年 4 月28日に可決・成立し、
地方の側から国に対し協議の場の招集を求める根拠が規定された。 6 月13
日に開かれた初会合では「社会保障・税一体改革について」と「東日本大
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震災復興対策について」が協議事項とされ、 8 月12日の第 2 回の協議事項
には民主党政権が公約に掲げた「子ども手当について」も挙げられ、国と
地方との費用負担をめぐる問題について意見交換が行われている。
　既述の小泉政権下の「国と地方の協議の場」は、「三位一体の改革」の
過程で、地方六団体が経済財政諮問会議に示した「国庫補助負担金等に関
する改革案」を各省大臣と協議するための「国政参加の協議機関」として
設置された。「 2 年間のみの例外的な存在」（金井2008）だったものを民主
党政権が法制化した。しかし、その後は総務省関係者から「実際に協議の
場ができて議論が始まってみると、何をテーマにしてどう議論するのかと
いうことは、なかなか難しいものだと関係者は率直に思っているのではな
いか」 4 との意見が出ているように、運用についての課題が指摘される。
開催の頻度も2011年の年間 8 回が最大で、2012年度からは年 3 、 4 回程度
となり、年 2 回開催という年もあった。公開の議事録では、近年、地方か
らの要望事項を発言するだけの短時間会合と化した様子もうかがえる。
2019年度実施予定の幼児教育無償化の費用負担問題の扱いも然りである。
　金井利之（2008）は、「三位一体の改革」期に設置された「国と地方の
協議の場」について、実際の意思決定の場は経済財政諮問会議や政府与党
協議という別な場にあったことから、それは「場」ではなく意思表明の回
路に過ぎなかったと指摘している。その後の法制化の際に、政府の意思決
定との関係で「場」としての位置づけを明確化しなかったことも、現在の
運用実態に影響を及ぼしているのではないだろうか。
　法令用語辞典（吉国ほか編2009：150）によれば、「協議」は「合議体の
機関における合議について」用いられるとした上で、「法令上用いられる
場合」は、「協議をするものがお互いに自己の主張するところについて、
相手方の納得を得るまで十分に説明し、相互の意思を通じ合い、意見を交
換した上で一定の事を行うことを前提として用いられることが多い。」と
説明されており、双方の合意に至るまでの問題として片づけられているこ
とは明らかである。
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②地方行財政検討会議の設置と「地方自治法の抜本的見直し」問題
　ところで政治主導をスローガンとした民主党政権は、それまで地方制度
の諸改正について、法制化を前提に諮問・審議を行う機関として位置づけ
られてきた内閣府設置の「地方制度調査会」を休止し、大臣等も参加して
構成される「地方行財政検討会議」を総務省に設置して行うこととした。
政府の政策決定において内閣主導を徹底するという「政・官の在り方」の
基本認識に立った新政権は、「政」の閣僚が責任を持って政策の立案・調整・
決定を担い、「官」を指揮監督することに固執していたことが背景にある 5 。
民主党政権が最重要課題としていた「地域主権改革」は、主に規制関連を
扱う「地域主権戦略会議」と法制関連を扱う「地方行財政検討会義」で同
時並行的に、いわば「ハイブリッド」の検討が進められていった。
　2010年 1 月 1 日の総務大臣決定により設置された「地方行財政検討会議」
は、「地域主権の確立をめざした地方自治法の抜本的な見直しの案を取り
まとめる」ための組織と位置づけられ、主に地方自治法の抜本的見直しに
よる「地方政府基本法」制定に向けた議論が展開されていく。地方行財政
検討会議のメンバーは、議長の原口一博総務大臣以下、副大臣、大臣政務
官、内閣総理大臣補佐官（地域主権改革担当）に加え、知事 1 名・市長 3
名・町長 1 名・議長 3 名と学識経験者 6 名の計18名の構成であった。
　地方行財政検討会議は、総務大臣の私的諮問機関と位置づけられており、
かつ地方の代表者を含むが、これらは総務大臣の指名によるもので、地方
制度調査会が地方六団体代表を構成員としている点で大きく異なる（松本
克2011：67-68）。このことが地方の了承を求める際の壁として立ちふさがっ
た事態は後述する。
　2009年12月14日の地域主権戦略会議に副議長の原口総務大臣が提示した
「原口プラン（地域主権戦略工程表）」には、2014年をめどに地方政府基本
法を制定するというスケジュールが示されたことから、地方行財政検討会
議は2010年 6 月に「地方自治法抜本改正に向けた基本的な考え方」を取り
まとめ、自治体の基本構造のあり方について地域住民が選択可能な選択肢
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を示すに至った。
　菅政権で就任した片山善博総務大臣の下で、2011年 1 月に取りまとめら
れた「地方自治法抜本改正についての考え方」では「住民自治の強化」策
が示され、住民投票の法制化や直接請求の税条例除外規定の削除等が提示
されている。しかし、住民投票の法制化については全国知事会や全国市長
会からその必要性を疑問視する声が上がり、特に直接請求の税条例除外規
定削除については地方 6 団体から減税要求の乱発を懸念して反発が強かっ
た。そこに2011年 3 月の東日本大震災が発生したこともあり、通常国会へ
の法案提出は頓挫していく。そうした中で、2011年夏には第30次地方制度
調査会が復活する運びとなり、それまでの地方自治法の抜本的見直しの議
論は仕切り直しとなったのである。
③「政治主導」に対する消極対応
　これら政治主導で進行した民主党政権下の改革で、当初、総務省官僚は
これに服従していたかのようであったが、手続き論としての地方制度調査
会における合意形成過程の欠落もあって、地方六団体側から噴出した不満
を受け、地方制度調査会復活に向けた狼煙を上げることとなった（松本克
2011：68）。旧自治省時代から地方制度調査会を下支えし、制度改正に際
し当事者を中心とする諮問機関として積極的に活用してきた官僚機構は（今
村2014： 6 - 7 ）、地方の意向を後ろ盾としながら、政権に対する反旗を翻
したともいえる。
　他方、自民党への政権交代と共に「地域主権改革」の足跡は消却されつ
つある。2010年 6 月に閣議決定された「地域主権戦略大綱」には、既述の
地方政府基本法の制定のほか、国の出先機関の原則廃止、ひも付き補助金
の一括交付金化が盛り込まれていた。このうち、2011年度にはひも付き補
助金の一括交付金化の具体策として「地域自主戦略交付金」が創設された
ものの、2012年度をもって廃止された。国の地方出先機関廃止問題につい
ても、2010年12月28日に閣議決定された「アクションプラン─出先機関の
原則廃止に向けて」で具体的に掲げられた、直轄道路及び直轄河川の移管
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に向けた取り組みと公共職業安定所（ハローワーク）の事務権限移譲のう
ち、ハローワークの相談業務で運用改善が図られたにすぎない 6 。
3.「地方創生」と自治体の管理
1 ）内閣府による要請「地方版総合戦略」
　第 2 次安倍政権の目玉である経済対策の観点から、政権の最重要課題と
位置付けられた「まち・ひと・しごと創生」、いわゆる「地方創生」は、
地方自治の課題に対し積極的に国が関与することを前提に展開されている。
国の「地方創生」関連施策は、自治体に対し人口減少問題への対策として「人
口ビジョン」の策定と地方版総合戦略の策定を要請し、それらの計画と国
の財政支援をセットにして政策誘導を進めている。
　2014年に成立した「まち・ひと・しごと創生法」に基づき、政府は「ま
ち・ひと・しごと創生長期ビジョン（長期ビジョン）」と「まち・ひと・
しごと創生総合戦略（総合戦略）」をとりまとめ、2014年12月27日に閣議
決定を行った。総合戦略は、人口減少克服と地方創生を柱とする 5 か年の
戦略であり、長期ビジョンは国の人口問題についての将来展望を示したも
のである。この閣議決定と併せ「地方への好循環拡大に向けた緊急経済対
策」が取りまとめられ、年明けに編成された緊急財政対策の補正予算では
約1,700億円の地方創生先行型の交付金が計上され、2015年度予算にもま
ち・ひと・しごと創生関連事業として約7,200億円が計上されている。
　創生法には、既述の国の総合戦略とともに、都道府県と市町村（特別区
を含む）が「まち・ひと・しごと総合戦略」（通称：「地方版総合戦略」）の
策定に努めることが規定されており、内閣官房まち・ひと・しごと創生本
部が各都道府県知事に対し、2017年12月27日付内閣審議官名での策定要請
の通知を発している。これは当然に「技術的助言」であって、各自治体に
は努力義務として課されたものであるが、2014年度補正予算及び2015年度
予算に計上された地方創生関係の交付金申請にあたっては、自治体におけ
る地方版総合戦略の策定は不可欠とされ、実質的に各自治体に対し地方版
326
横浜市立大学論叢社会科学系列　2018年度：Vol.70 No.2
総合戦略の策定が義務づけられる形となった。
　なお、2015年 1 月27日付で内閣府に実行部隊としての地方創生推進室が
発足し、内閣官房まち・ひと・しごと創生本部事務局とともにその任を掌っ
ており、担当の溝口洋参事官による解説文には、自治体に努力義務を課し
た規定により「地方創生を図り人口減少問題を克服するという課題におい
ては地方公共団体の取組がカギとなる、という考え方を国と地方公共団体
と共有していくことは十分可能」との見解が示されている（溝口2015：
55）。国地方融合型の行政体制において自治体は、国政課題の克服に対し
同じ方向を向いて取り組む姿勢にあるということを当然視する見解であり、
そこに自治体の意思が存在するという視点は欠落しているようである。
2 ）「地方創生」に対する総務省のサポート体制
　政府は自治体による地方創生関連施策への支援を、財政支援、情報支援、
人的支援とカテゴリー化しているが、それらの支援策の多くは総務省が担
当する体制である。総務省では、次のようなメニューを提示する。
　財政支援については、各種の事業予算のほかに地方財政計画で「まち・
ひと・しごと創生事業費」を計上し、地方の一般財源としての財源措置を
講じている。2015年度の地方財政計画で総枠6,000億円程度の人口減少等
特別対策事業費を創設し、人口を基本とした上で「まち・ひと・しごと創
生」の「取組の必要度」と「取組の成果」を算定に反映させるという、交
付税措置を通じた政策誘導を図った。
　情報支援については、地域経済に関するビックデータを可視化した「地
域経済分析システム」を総務省が構築して自治体に提供している。自治体
がこのシステムを活用して将来の姿を客観的に予測することで、地域の実
情・特性に応じた政策立案がしやすくなるという支援である。
　また、人的支援として市町村に国家公務員や大学研究者、民間シンクタ
ンクの人材等を派遣する「地方創生人材支援制度」が創設され、この制度
で初年度の2015年は69名が市町村に派遣された。その他、当該地域に愛着・
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関心を持つ各府省庁の職員を相談窓口として選任するという「地方創生コ
ンシェルジュ制度」も新設されている。
　なお、地方版総合戦略に盛り込まれた個別の施策については、KPI（重
要業績評価指標）と称される指標が設定され、各施策や基本目標の達成状
況について検証を行うこととなった。内閣府は「成果を挙げることのでき
た施策はどんどん継続・拡大していけばよいが、効果の低い施策については、
事業内容を見直したり、あるいは打ち切りを決断しなければならない。」（溝
口2015：56）と自治体施策を国が選別していくことを推奨している。それ
だけに、独自性を活かした政策形成に困難を伴う自治体は、総務省の支援
メニューに依存せざるを得ない。こうして、地方分権に逆行するかのよう
に中央依存性の強い政策立案が各地で誘発されていくことになる。
3 ）自治体間連携の推進と地方行政体制の確保
　ところで、2014年 5 月の地方自治法改正で、自治体間の連携手段として
創設された「連携協約」制度は、「地方中枢拠点都市」と近隣の市町村が「地
方中枢拠点都市圏」を形成することで、圏域経済の牽引や高度都市機能の
集積、生活関連機能サービスの向上を図ろうとするものである。地方圏か
ら三大都市圏への人口流出に歯止めをかけるべく総務省では、2014年 8 月
には「地方中枢拠点都市圏構想推進要綱」を定め、「地方創生」が本格化
する以前から取り組みを開始していた。それが「まち・ひと・しごと総合
戦略」の策定に伴い、総合戦略に示された「連携中枢都市圏」構想へと置
き換えて事業を推進している。
　ただし、総務省が自治体間連携を推進する意図は、「地方創生」よりも
むしろ地方行政体制の維持が先行している。「定住自立圏構想」がその証
左である。「平成の合併」推進から間もなく10年を迎えようとしていた
2008年 1 月に市町村課に「定住自立圏構想研究会」が設置され、 5 月にと
りまとめた報告書において「定住自立圏」構想が提案されている。この提
案を受け12月26日に定められた「定住自立圏推進要綱」により、2009年度
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から自治体間連携の取り組みは始まっていたのである。
　このしくみは、人口 5 万人以上の市が中心市となり周辺市町村と連携し
て定住自立圏を形成し、医療や福祉、商業などの住民に必要な機能を確保
することで、地方圏における人口定住の受け皿を形成することが狙いとさ
れるが、必ずしも定住ばかりを狙いとするものでもない。総務省の「市町
村の合併に関する研究会」が、ほぼ同時期の2008年 6 月に「『平成の合併』
の評価・検証・分析」として取りまとめた報告書では、未合併市町村の要
因分析として周辺自治体との協議がうまくいかなかったことが主な要因に
記されている。「昭和の大合併」推進後にも同様に、合併がまとまらなかっ
た市町村を対象にした「広域市町村圏」と称される圏域づくりが展開され
ており、こうした政策特性を踏まえれば、市町村合併が整わなかった市町
村間の連携を促すことで、将来的な合併に向けた布石を打つ意味が含まれ
ている面も否定できないだろう。
　それを裏付けるように総務省の要綱に基づく定住自立圏構想の推進は、
2 度の政権交代を経ても継続して展開されてきた。2009年 9 月の民主党政
権への政権交代時には、原口総務大臣が打ち出した「緑の分権改革」を推
進する際の「有力な手段」に定住自立圏構想を位置づける調査報告書がま
とめられており、2010年 4 月からは「地域力の創造・地方の再生」を図る
として財政措置も講じられている。これは政権を問わず、地方行政体制の
維持が「地方自治に関する行政機能」の基本にあることを物語る。
 
まとめにかえて
―伝統的なパターナリズムの継承
　以上、21世紀における中央レベルの地方自治をめぐる政策動向を振り返
りながら、その中で総務省が担う「地方自治に関する行政機能」を中心に
検討を進めてきた。最後に、近年の中央省庁における「地方自治に関する
行政機能」に関連した特徴的な事象を考察して、本稿のまとめにかえたい。
　ひとつは、中央省庁再編前の自治省の位置づけとの比較で、「地方自治
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に関する行政機能」を担う総務省の所管行政が広範となっていることであ
る。再編前に地方自治を専管した旧自治省は、昭和期の最後の省としての
昇格を果たした。地方交付税を所管する官僚機構については旧大蔵省と双
璧をなすとの存在感が当然に語られる一方、大臣権限は地方行財政や選挙・
消防と限定的で、自治大臣は国家公安委員長を兼務する場合も多かった。
これに対し、総務庁・郵政省との統合で新設された総務省はその所管行政
も拡大し、行政管理・行政評価・人事管理（2014年に内閣人事局へ移管）・
統計に加え、通信・放送事業に関わる許認可権限も掌握する。当然に大臣
権限も増大し、府省機構図でも別格とされる内閣府を除けば、財務省に次
ぐ位置に置かれている。
　加えて、総務大臣は内閣の特命担当大臣を兼務する機会も多く、総務省
発足以来、大臣を務めたのは、片山虎之助、麻生太郎、竹中平蔵、菅義偉、
増田寛也、鳩山邦夫、原口一博、片山善博、川端達夫、樽床伸二、新藤義
孝、高市早苗、野田聖子、石田真敏の14名であるが、このうち地方分権改
革、ないし地域主権改革、地域活性化といった内閣府特命担当大臣を兼務
した者が 8 名と約半数を占めている 7 。同時に官僚機構も内閣府との密接
な関係が構築されており、「地方自治に関する行政機能」との関連では、
内閣府の地方分権改革推進室等への出向が常態化している。2019年 2 月 7
日現在でも、地方分権改革推進室次長のうち 1 名は総務省官僚が併任する
形で、参事官の半数近い 5 名が総務省からの出向である 8 。地方分権に関
わる問題は、実質的に内閣府との共管領域にある。
　こうした影響からか、個別行政分野に立ち入り各省との協議・調整が必
要な政策については、内閣府の所管行政として展開されている傾向が見ら
れる。例えば、地方分権改革における「提案募集方式」である。分権改革
推進委員会の勧告に基づく事務・権限移譲や義務付け・枠付けの見直し等
の推進はすでに一定の進展をみた、として政府は2014年度から委員会勧告
方式によらず、自治体から改革に関する提案を広く募集する「提案募集」「手
上げ」方式を導入した。提案を受けた内閣府が、実現に向けて関係府省と
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調整を行い、特に重要と考えた提案は有識者会議等で集中的な調査・審議
を経て、実現に向けた検討を進めるという手法である。
　また、2014年に法制化された「連携協約」についても、内閣府に本部が
置かれる地方創生関連施策と結合する形で推進されている。21世紀におけ
る中央政府の「地方自治に関わる行政機能」の特徴として、内閣府と総務
省の間で各省対応と地方対応というすみ分けによる機能分化が図られつつ
ある点が挙げられる。
　 2 つめは、自治体政策に対する事業執行予算が地方交付税と別枠で確保
されるようになったことである。総務省では21世紀の政策課題として「地
域力の創造」を前面に打ち出してきており、事業予算を確保してモデル事
業と位置づけた事業の先行実施を自治体に委託して行うスタイルの政策展
開を図っている。こうした動きは、民主党政権の原口大臣時代に打ち出さ
れた「緑の分権改革」の頃から顕著になってきたが、自治省時代に地方交
付税を主軸に地方自治政策を展開してきた様相とは異なる政策手法で目を
引く。事業予算を獲得し、自治体への配分まで行う姿は伝統的な「制度官
庁」による例外的な展開なのか、あるいは定型化するのか、要観察の動向
である。加えて旧郵政省の情報通信部局との統合効果もあり、ICTに関わ
る事業等が展開されていることも特筆すべき点といえる。
　 3 つめは、自治体に対する関与が拡大している点である。自治体の行財
政運営に対しては、既述の地方行革の推進に加えて、特に夕張ショック（2007
年）以来、財政運営や財務会計に関わる助言と称した関与が拡大する傾向
が顕著である。さらに、民主党政権時代に創設された「地域主権戦略交付
金」（※政権交代後に廃止）や地方創生予算にも見られるように、内閣府
で各省補助金を一括した交付金制度を設け、手を上げた自治体から採択す
るという手法が普遍化してきているが、その中で総務省が自治体に対し助
言や支援を行う体制を整えている。旧自治省時代は組織特性としての「パ
ターナリズム」がしばしば指摘されてきたが、総務省への再編後も地方の「後
見役」としての本領は発揮されているようである。21世紀に「地方自治に
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関する行政機能」を担い始めた総務省は、旧自治省にも増して地方に対す
る存在感を強めているようにも見える。なおこの点については、自治体の
側にも依存体質が存在している面は否定できず、相互依存という別な論点
からの検討が必要となることは言うまでもない。
　最後に言及しておきたいのは、特に近年、総務省が行政の枠を超え、地
域政治の領域ともいうべき、自治体議会のあり方にまで関与を強める傾向
が見られることである。過疎化の進行した高知県大川村による「住民総会」
の問題提起を先取り「町村議会のあり方」を検討した総務省は、自治体議
会の議員構成にまで踏み込んだ内容を提示した。こうした動きは、自治体
の意思決定の自律性を阻害する可能性をも内包しており、今後の中央政府
による地方の統治と地方自治の自律性との均衡を展望する上で、留意すべ
き動向ではないだろうか。地方自治は、地域の民主主義に拠り立つはずで
ある。
1　筆者は、拙稿（2019）において、旧自治省に代表される「地方自治の責任部
局」の地方に対する「代弁・擁護」「監督・統制」機能と各省に対する「牽制・
干渉」機能を特徴的なものとして着目し、それを組織存続のメカニズムと捉え
て各機能の活性環境と相互の関係性を論証した。そこで積み残したテーマとして、
省庁再編後の総務省における地方の「代弁・擁護」機能がいかに作用するのか
という論点がある。本稿の考察は、このテーマの端緒と位置づけられる。
2　詳細は、大田（2006：206-225）を参照。なお、「三位一体」改革を通じて進
行した国庫補助負担金改革と「交付金化」の経緯は、拙著（2008）を参照。
3　「私が確か合併推進課長をしていた時に、竹中平蔵さんが総務大臣になられて、
（中略）義務付け・枠付けを廃止することによって新型交付税を導入するとか、
義務付け・枠づけを緩めることによって財政保障水準を落としていくというロー
カルオプティマムの議論につながるお考えをお持ちだった気がします。」山崎重
孝内閣官房審議官の発言（山崎2014⑥：12-13）。
4　望月達史元地域主権戦略室次長の発言（山崎2014⑦：20）。
5　「政・官の在り方」申し合わせ内容。2009年9月17日付日経新聞。
6　なお、再び政権交代を経た第2次安倍政権では、国から地方への事務権限移譲
問題と位置づけられ、希望する自治体がハローワークの無料職業紹介と自治体
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の相談業務等を自治体主導で一体的に実施する取り組みを推進する程度の扱い
にとどまっている。
7　2019年1月末現在。
8　「総務省幹部職員名簿」（H31.2.7現在）及び「内閣府幹部名簿」（H31.2.1付）。
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